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少額短期保険業界の概要 

 
１．少額短期保険業者登録数 ５６業者（平成２０年１２月２０日現在） 

  

・種目別内訳  家財・賠責 ２４業者     傷害 ２業者 

  生命・医療 ２２業者     費用 ２業者 

  ペット     ６業者                         （損保系 ３３業者 生保系 ２３業者）    

 

  ・新たな情勢 

      平成２０年１２月より公益法人制度改革法が施行されたことに伴い、現在公益法人が行っている保険（共済）事業については新法人への移行により、 

 保険業法の規制対象となることから、今後、少額短期保険業へ移行するケースが考えられる 

 

２．日本少額短期保険協会の概要について 

  

 ① 正会員 ５３業者（少額短期保険業者 ４３業者 特定保険業者 １０業者）   準会員 ２団体   賛助会員 ３３社  

 

  ② 業界における唯一の事業者団体 

 

（統合） 

 

 

  

 ③少額短期保険募集人試験の運営・実施団体（平成２０年３月に生損保協会より引継） 

     少額短期保険募集人資格保有者数 ７１，５０６名（平成２０年１１月末現在） 

   

 ④日本少額短期保険協会における苦情受付状況 

      平成１８年度から現在まで 合計３４件    内訳  契約募集行為に関するもの          ２件 

                                       契約の管理・保全・募集に関するもの    １件 

                                        保険金に関するもの              ２８件 

                                       その他                       ３件 
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特定非営利活動法人 

日本少額短期保険協会 

 

全国少額短期保険業協会 

特定非営利活動法人 少額短期保険協会 

平成 18 年 6 月 

平成 20 年 6 月

（統合）
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苦情・紛争解決支援までの流れ 

＜苦情・相談対応＞                      （少額短期保険に係わる苦情・紛争解決支援規則の抜粋） 

 

                 （苦情の定義） 

 第２条 この規則において、苦情とは、保険契約者等が日本少額短期保険協会（以下「協会」という。）または協会の会員業者およびその他の 

 少額短期保険業者（以下「業者」という。）に対し、業者との少額短期保険契約等、その提供するサービスの内容、もしくはその営業活動等に関して不満足の表明 

 があったものをいう。 

 

  （協会事務局における相談窓口の設置） 

 第４条 協会事務局に、苦情の解決支援を図るために相談窓口を置く。 

 ２ 業者および相談窓口は、相談窓口および第９条に規定する裁定審査会の周知に努める。 

 第５条 相談窓口は、苦情の申立てを受けた場合は、公正・中立な立場から、次に掲げる業務を行なう。 

 （１）解決に向け適切妥当な助言を行なう。 

  （２）当該苦情にかかる解決支援を求められた場合は、速やかに相手方である業者に連絡し苦情解決を依頼する。（以下略） 

 （注意喚起または改善の勧告） 

 第７条 相談窓口は、第５条第４項において、特定の業者の苦情等の発生状況等について特に必要があると認めたときは、事務局長に対し、当該特定の業者に係わる 

 状況を報告する。（以下略） 

   

 （業者の対応） 

 第６条 業者は、協会から前条第１項２号に規定する解決の依頼を受けたときは、当該苦情の適切かつ迅速な解決に努めなければならない。 

 ２ 業者は、当該苦情が解決した際には速やかに協会へその旨を報告するものとする。 
 

 

 （外部意見聴取制度） 

 第８条 相談窓口は、苦情解決支援業務を行なうにあたり、必要あると認めたときは、顧問弁護士に意見を求め、それを踏まえて相手方である業者および申立人に解決 

 に向けたアドバイスを行なうものとする 
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日本少短事務局 

お客様相談窓口 

保険契約者等 

少額短期保険業者 

顧問弁護士 
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 （紛争の定義） 

 第３条 この規則において、紛争とは、第２条に定める苦情のうち、原則として２か月を経過しても業者と保険契約者等の間では解決ができず、保険契約者等から紛争の裁定（以下「裁定」とい 

 う。）の申立てがあったときは第９条に定める裁定審査会に付託して解決を図ろうとするものをいう。（以下略） 

 （裁定審査会の設置） 

 第９条 協会に、公正・中立な立場で紛争の解決支援を行なう機関として、裁定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

 （審査会の構成） 

 第１０条 審査会は、委員５名以内をもって組織する。（以下略） 

 （裁定申立書等の提出） 

 第１９条 申立人は、審査会に紛争の裁定を申立てる場合は、所定の裁定申立書、および、証拠となる書類等があるときはその書類等を提出しなければ 

 ならない。（以下略） 

 （報告・資料の請求） 

 第２２条 審査会は、裁定を行うために必要と認めた事項がある場合は、当該事項について、当事者に対し、報告または資料の提出を求めることができる。

 （以下略） 

 第２３条 審査会は、出席すべき日時および場所を記載した書面をもって当事者の出席を求め、意見を聴取することができる。（以下略） 

 （事実調査） 

 第２１条 前条の規定により、答弁を求められた相手方の業者は、遅滞なく、当該裁定申立書に記載された事項を十分調査のうえ、証拠となる書類等がある 

 場合は、答弁書２通にその書類を添え、審査会に提出する。（以下略） 

 第２２条 （同上） 

 第２３条 （同上） 

 

 

 第２４条 審査会は専門家等（医師、鑑定士、建築士等、またはこれらと提携する法人）を選任し、裁定案作成の参考とするため、助言を求め、あるいは意見書の作成を依頼することができる。 

 （以下略） 

 （裁定案の提示・受諾勧告） 

 第２８条 審査会は、作成した裁定案を当事者に書面をもって提示し、その受諾を勧告する。（以下略） 

 第３０条 審査会は、審査会に付議された事項について、業者に報告するとともに、件数、事案の概要を定期的に公表する。（以下略） 

 第３１条 裁定にかかる費用は、当事者等が意見聴取に出席する場合の交通費、その他手続にかかる費用等を除き、原則として無料とする。（以下略） 
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保険契約者等 

裁定審査会 

保険契約者等 

少額短期保険業者 
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裁定の取下げ・打切り 
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裁定の提示・受諾勧告


